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(16) Ebd., S. 645. 
(17) Ebd., S. 645. なお Hommelhoff/Mattheus は，決算監査人の支援機能を内部コーポレート・ガバナンス
（Interne Corporate Governance）と位置づけている。 
(18) Ebd., S. 645-646. 
( 19 ) Ebd., S. 646. Hommelhoff/Mattheus は，これを「独立の監査および判断形成の原則」（Prinzip 
selbständiger Prüfung und Urteilsbildung）と表現している。 
(20) Hommelhoff/Mattheus は，会計報告に関する法遵守性（Gesetzmäßigkeit）の判断であることを示してい
る（Ebd., S. 646.）。 
(21) Ebd., S. 646. 























                             
(23) この原則は上場会社に対して直接に法的拘束力を有するものではない。ただし，当該原則に従わない場合，
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を促進することによって，効率的な監督を強化するための役割がある（Köhler et al (2008), p.115）。 
(25) 高橋（2012），186-187 頁。監査役会は，その中に，各種の委員会を設置することができる（株式法第 107
条第３項第１文）。かかる委員会として監査委員会がある（高橋（2012）， 187 頁）。 
(26) Grundsätze ordnungsmäßiger Berichterstattung bei Abschlussprüfungen (IDW PS 450).  

























































① 第Ⅰ部 KonTraG の意義付けと決算監査制度の形式構造 
まず第 1章では，最初にドイツにおける 1998 年の KonTraG の成立までにおける会計報告の国際化
について概観する。同時に 1990 年代ドイツにおける会計不正事件によって，決算監査の改革の必要











② 第Ⅱ部 ドイツ監査基準にみる監視システムの展開 



















その際，IDW PS 360 号を考察の対象とし監査対象としてのリスクマネジメント，リスク早期認識シ
ステムおよび内部統制システムの概念整理をおこない，その関係性を明らかにする。最後に決算監
査人による監査報告書をつうじた監査役会支援機能を導く。 











④ 第Ⅳ部 ドイツ監査制度の基盤構造 



















⑤ 第Ⅴ部 決算監査人の支援機能の進化─問題指向的監査報告書の展開─ 
KonTraG によって明確にされた決算監査人の監査報告書による監査役会支援機能は 2001 年の
TransPuG によりさらに進化している。第 14 章は，改正商法典第 321 条の規定内容を理由書の各論
により明らかにする。さらに，コメンタールを用いて条文の解釈を行い，改正商法典第 321 条の意
義付けを行う。 
第 15 章は，TransPuG による改正商法典第 321 条を受けて，経済監査士の職業団体たる IDW によ










































































                                                  
(1) Pellens et al.(2011),S.47-48. 
14 
払いおよび税金支払いのための利益算定の優位性であり，またとりわけその背後に存在する慎重な決











AG,Fresenius Medical Care AG,Pfeiffer Vacuum Technology AGおよびSGL Carbon AGである(3)。 







(2) 「二重（デュアル）」会計報告（“Duale Rechnungslegung”） 




































３ 1998年 資本調達容易化法 
ドイツの立法者は1998年になってようやくこの展開に反応したのである。「並行的」または「二重」











































































                                                  
(13) なお，1999 年の 2 件については筆者が付加している。 
(14) 田村（2005），263 頁，Schäfer(2001),S. 22-25. 
(15) 田村（2005），264 頁，Schäfer(2001),S. 25-27. 
18 
能しておらず，関連していたドイツの大手銀行の監督機能も働いていなかった」ことである(16)。 





























                                                  
(16) 田村（2005），264-265 頁，Schäfer(2001),S.27-29. 
(17) 田村（2005），265-266 頁，Schäfer(2001),S.29-31. 
(18) 田村（2005），266 頁，Schäfer(2001),S.31-32. 
(19) 田村（2005），266-267 頁，Schäfer(2001),S.31-32. 
(20) 田村（2005），266-267 頁，Schäfer(2001),S.34-35. 
(21) 田村（2005），267 頁，Schäfer(2001),S.35. 
(22) 田村（2005），267 頁。 
第１章 会計報告の国際化とKonTraGの成立 
19 































                                                  
(23)KonTraG(1998), S.11. 加藤・遠藤（1999），139-140 頁。 

































                                                  
(25) Ebd.,S.11. 加藤・遠藤（1999），140 頁。 
(26) Ebd.,S.11. 加藤・遠藤（1999），140-141 頁。 
(27) Ebd.,S.11. 加藤・遠藤（1999），141 頁。 
(28) Ebd.,S.11. 加藤・遠藤（1999），141 頁。 
(29) Ebd.,S.11.  































                                                  





(36) 決算監査人のローテーションについては 2001 年 12 月 31 日になって初めて有効になった（Hommelhoff
（1999）et al.,S.437.）。 

















































図表１-２ KonTraG による重要な改正の一覧表 
機関 新規制 法規 
1. 取締役 
  
・報告義務の拡大 株式法第 90 条第 1 項第 1 号 
・監視システムの導入 株式法第 91 条第 2 項 
・状況報告書における将来の発展動向の言明 商法典第 289 条第 1 項 
商法典第 315 条第 1 項 
・コンツェルン決算書の内容 商法典第 297 条第 1 項第 2 文 
2. 監査役会 
  
・監査役会の議席の数が 10 に制限された場合 
における議長のダブルカウント 
株式法第 100 条第 2 項第 2 文 
・1 年に開催されるべき会議の最小限の回数を 
4 に引き上げ 
株式法第 110 条第 3 項 
・監査役（会）と決算監査人との協力関係の強化 株式法第 111 条第 2 項第 3 文 
・監査役の監査対象の拡大 株式法第 171 条第 1 項第 1 文 
・監査委員会の設置 株式法第 171 条第 2 項第 2 文 
・決算監査人の委任を付与する義務 商法典第 318 条第 1 項第 4 文 
・監査報告書の付与 商法典第 318 条第 7 項第 4 文 
および第 5 文 
3. 決算監査人 
 
・ 監 査 役 会 の 会 計 会 議 ま た は 会 計 委 員 会
(Bilanzausschuß)への参加 
株式法第 171 条第 1 項第 2 文 
・監査の範囲の説明 商法典第 317 条 
・監査報告書の内容の精密な規定 商法典第 321 条 
・包括的な確認の付記の表明 商法典第 322 条 
・賠償金額の引上げ 商法典第 323 条第 2 項 
4. 株主総会 ・業務規程を株主総会に与える権利 株式法第 129 条第 1 項第 1 文 







                                                  
(43) Ebd.,S.438. 






























                                                  
(45) 鈴木（2000），57 頁。 
(46) 鈴木（2000），57 頁。。 
(47) 鈴木（2000），139 頁。 
(48) 鈴木（2000），139 頁。 
(49) 鈴木（2000），139 頁。 
(50) 加藤・遠藤（1999），88-89 頁。高橋（2012），171 頁。 
(51) 加藤・遠藤（1999），88-89 頁。この規定については高橋（2012），171 頁も参照されたい。 
(52) 加藤・遠藤（1999），89 頁。 
(53) 加藤・遠藤（1999），89 頁。 































                                                  
(55) 鈴木（2000），57 頁。 
(56) 加藤・遠藤（1999），89 頁。 
(57) 鈴木（2000），138 頁。 
(58) 鈴木（2000），138 頁。加藤・遠藤（1999），91-92 頁。 
(59) 鈴木（2000），138 頁。 
(60) 加藤・遠藤（1999），95 頁。 
(61) 高橋（2012），285 頁。 
(62) 加藤・遠藤（1999），95 頁。株式法第 170 条第 3 項の変更により，決算監査人の監査報告書が各監査役お
よびこの会計委員会の各委員にも手渡されることが義務付けられた（鈴木（2000），58 頁）。 
































                                                  
(64) 鈴木（2000），58 頁。加藤・遠藤（1999），91 頁。 
(65) 鈴木（2000），58 頁。 
(66) 鈴木（2000），141 頁。 
(67) 鈴木（2000），141-143 頁。 
(68) 鈴木（2000），143-145 頁。 
(69) 詳細は鈴木（2000），59 頁以下および高橋（2012），215 頁以下を参照されたい。 
(70) 鈴木（2000），59 頁。 






























                                                  
(72) 加藤・遠藤（1998），138 頁。なお，その他の株主総会の改革として株主訴訟の容易化（株式法第 147 条




































                                                  
(1) Pellens et al.(2011),S.51. 

































                                                  
(3) Ebd., S.51. 
(4) Ebd., S.51. 
(5) Ebd., S.51-52. 












図表２-１ EU 命令および BilReG によるドイツにおける IFRS の適用範囲 
 
出所：Pellens et al.(2011),S.52. 
 
  
                                                  








































































































































                                                  
(16) Ebd.,S.56-57. 




































(21) Köhler et al.(2008),pp. 112-113 . 






























た。2004年のBilKoGの成立により―欧州証券監督者委員会（Committees of European Securities 
Regulators（CESR））の拘束力のない基準第1号を基礎にして―初めて会計報告に対するエンフォー
スメント手続きが実行されたのである(29)。 






(29) Ebd.,S.3. なお，CESR はその後，欧州証券および市場機関（European Securities and Market Authority

















団ドイツ会計報告検査会 DPR（Deutsche Prüfstelle für Rechnungslegung e.V., 以下，検査会と略
称する。）」の機関による検査であり，第2段階が「連邦金融監督庁 BaFin（Bundesanstalt für 
Finanzdienstleistungsaufsicht）」による検査である（図表2-4の右側を参照）。エンフォースメン
トに関する法律規定は，BilKoGを通じて制定された商法典第342b条に規定されている。それによると，
民間の財務報告調査機関である検査会の設立を認め，連邦財務省（Bundesministerium der Finanzen, 
BMF）と連邦司法省（Bundesministerium der Justiz, BMJ）により公認される(32)。具体的には，上述
の検査会という組織が設立され，その内部に検査を行う機関（Prüfstelle）が設けられるが(33)，以下
では検査会と表現する。また，以下の記述は石川（2006）に依拠している。また商法典の条文は千葉
                                                  
(30) Ebd.,S.3. 
(31) Ebd.,S.4. 
(32) 商法典第 342b 条第 1 項，石川（2006），192 頁。 





























                                                  
(34) 商法典第 342b 条第 2 項，石川（2006），192 頁。 
(35) 石川（2006），192 頁。 
(36) 商法典第 342b 条第 4 項，石川（2006），193 頁。 
(37) 石川（2006），192 頁および 197 頁。 
(38) 商法典第 342b 条第 8 項，石川（2006），194 頁。 
(39) 商法典第 342b 条第 8 項，石川（2006），194 頁。 
(40) 石川（2006），195 頁。 
































                                                  
(42) 証券取引法第 37q 条。 
(43) 石川（2006），195 頁。 
(44) 証券取引法第 37r 条。石川（2006），198 頁。 
(45) 石川（2006），209 頁。 
(46) Köhler et al.(2000)，p.129. 
(47) 石川（2006），200 頁。 




























                                                  
(49) 経済監査士法第 66a 条第 2 項，石川（2006），200-201 頁。 
(50) 石川（2006），203 頁。 
(51) 経済監査士法第 66a 条第 3 項，石川（2006），203 頁。 
(52) Köhler et al.(2008), p.130. 
(53) Köhler et al.(2008), p.130. 
(54) 石川（2006），204 頁。 














































                                                  
(56) Zülch et al.(2012),S. 1. 
(57) 野上（2006），55 頁。 
(58) 野上（2006），55 頁。 
(59) Zülch et al.(2012),S. 1. 


















図表３-１ 本章で検討する KonTraG による重要な改正 















































                                                  
(1) 本章で取り上げた KonTraG により改正された条文の日本語訳は，鈴木（2000）136-147 頁を参照している。 
(2) KonTraG(1998),S.16. 
(3) Ebd.,S.16. 
(4) なお，各論の第 7 によれば，商法典第 290 条の意味における親企業の場合，会社の存立を危うくする発展
動向が子企業によるものであるといえる限り，監視義務および組織上の義務は，現行の会社法上の機会の枠組
において，コンツェルン規模で理解されなければならない（Ebd.,S.16.）。 
(5) 商法典第 317 条第 4 項を参照。 
(6) Ebd.,S.16. 


































                                                  







































                                                  
(12) Ebd.,S. 27. 
(13) Ebd.,S. 27. 
(14) Ebd.,S. 27. 


































                                                  
(16) Ebd.,S. 27. 
(17) Ebd.,S. 27. 
































                                                  
(20) Ebd.,S. 28. 
(21) Ebd.,S. 28. 






































                                                  
(23) Ebd.,S. 28. しかし，各論の第 5 によれば，取締役および監査役会が特別な監査を指示する場合には，当
該監査を実施する動機となる。また法律規定は正規の簿記の諸原則に属しているため，それは何ら特別な言及
を必要としない（Ebd.,S. 28.）。 
(24) Ebd.,S. 28-29. 
(25) Ebd.,S. 29. 
(26) Ebd.,S. 29. 
























                                                  
(28) Ebd.,S. 29. 
(29) Ebd.,S. 29. なお，第 5 項第 2 文は新規定であるが，各論の第 5 では言及されていない。 










(31) Ebd.,S. 29. 









































                                                  
(34) Ebd.,S. 29. 
(35) Ebd.,S. 29. 

























                                                  
(37) Ebd.,S. 29. なお各論の第 5 は，新規定の第 3 項についての言及はない。 
(38) Hommelhoff /Mattheus /Krumnow /Lenz /Schruff(1999),S.438. 
Peter Hommelhoff はハイデルベルク大学のドイツおよびヨーロッパ企業法および経済法研究所，教授・博士
であり，Daniela Mattheus は同大学の試補見習である。 
Jürgen Krumnow はフランクフルト・アム・マインのドイツ銀行株式会社の取締役会員，博士である。 
Hansrudi Lenz はヴァルツブルク大学の経営経済，経済監査，および助言活動（Beratungswesen）講座の教
授，博士である。 




































                                                  
(40) Ebd.,S.438. 
(41) Ebd.,S.438. 







































商法典第 317 条第 4項（監視システムの監査）  株式法第 111 条第 1項 






























                                                  
(49) Krumnow によれば，アジア危機，ロシアにおける支払猶予（Moratorium）と他の新興市場（Emerging 
Markets）への影響は，リスク・マネジメントの重要性を新たに鮮明に表したという。(Ebd.,S.439.) 
(50) Ebd.,S.438-439. 

























































































































(68) Hommelhoff/ Mattheus はこの報告を「コントローリング機能報告（Controlling-Funktionsreport）」と
呼ぶ（Ebd.,S.443.）。 


















































































































                                                  
















































































































































































































































































図表４-１ IDW PS の分類 









出所：Marten et al.(2003), S. 84-87. 
 
                                                  
(1) IDW は，経済監査士および宣誓帳簿監査士（Vereidigter Buchprüfer）の専門組織であり，登記社団とし
て私法上組織されている。会員たる地位の取得は，経済監査士会議所（WPK）が義務であるのに対して任意
である。その機関は，経済監査士会 （WP-Tag），評議会および理事会である。IDW は，「経済監査士の専門





重要な専門的諸問題を取り扱っている。IDW は，WPK と共に IFAC のドイツ代表を務めている（Marten et 
























                                                  
(2) Ziele und allgemeine Grundsätze der Durchführung von Abschlussprüfungen（IDW PS 200）（Stand: 
28.06.2000）. 
(3) Rechnungslegungs- und Prüfungsgrundsätze für die Abschlussprüfung （IDW PS 201）（Stand: 22. 08. 
2008）. 
(4) Jacob, Hans-Joachim,Die Transformation der International Standards on Auditing in deutsche 




































                                                  
(5) Die Prüfung des Risikofrüherkennungssystems nach §317 Abs.4 HGB （IDW PS 340）（Stand: 11. 09. 
2000）. 詳細は小松（2007b）を参照されたい。 
(6) Jacob, Hans-Joachim, a. a. O., S. 237-238. 
(7) 原語は„Fachgutachten und Stellungnahmen“ある。 
(8) Jacob, Hans-Joachim, a. a. O., S. 240. 
(9) Ebd., S.241. 
(10) Das interne Kontrollsystem im Rahmen der Abschlussprüfung（IDW PS 260）（Stand: 02. 07. 2001）. 
詳細は小松（2006b），同（2007a）を参照されたい。なお，IDW PS 260 は改編され，IDW PS 261 となって
いる。 
(11) Jacob, Hans-Joachim, a. a. O., S. 241-242. 


















                                                  





(IDW PS 300, Tz.7) 
監査意見(IDW PS 200, Tz.9 以下) 
確認の付記 監査報告書 
























                                                  
(14) Ebd., S.243. なお，IDW PS の英訳では，システム監査は統制テスト（test of control）に，また言明関係
監査行為は，実証性監査手続（substantive audit procedures）に対応している（IDW（2004），S.377.）。 
(15) Prüfungsnachweise im Rahmen der Abschlussprüfung（IDW PS 300）（Stand: 02. 07. 2001）．なお，
本基準は 2006 年 9 月に改正されている。会計報告の言明および監査証拠入手のための監査手続がより詳細に
規定されている。 




















図表４-５ IDW PS 転換の構成要素(2) 
 
出所：Jacob(2001), S.243. 
第２節 IDW PS 200「決算監査の目標と一般原則」 























                                                  
(17) たとえば，IDW PS 201「決算監査に関する会計および監査の諸原則」は，2000 年 11 月に発行されたが，
2006 年 6 月に施行された「貸借対照表法改革法（BilReG）」により大幅な改訂が行われた。さらに 2009 年 5
月に施行された「貸借対照表法現代化法（BilMoG）」により関係する改訂が行われている。 
IDW Prüfungsstandard 






























                                                  




































                                                  
(19) 商法典第 321 条第 1 項第 2 文による。なお，以下の注で示す IDW PS 200 に関係する法律規定は，本稿
の趣旨から同基準の規定中に示された条文を示すにとどめており，BilReG および BilMoG による商法典等の
改正をここでは反映していない。 
(20) 同第 321 条第 1 項第 3 文による。 
(21) 同第 321 条第 2 項第 1 文による。 
(22) 同第 321 条第 2 項第 1 文による。 
(23) 原語は„ein den tatsächlichen Verhältnissen entsprechendes Bild“であり，この表現について英訳では“a 
true and fair view”という表現が用いられている （IDW（2004）, S. 8-9.）。 
(24) 商法典第 321 条第 2 項第 2 文による。 

































                                                  
(26) 同第 322 条第 1 項第 1 文による。 
(27) 同第 322 条第 1 項第 3 文による。 
(28) 同第 322 条第 2 項第 2 文による。 






























(31) PS 201 第 7 項は，正規の簿記の諸原則（以下 GoB と略称）について，次のように規定している。すなわ
ち，「法典化された GoB は法典化されていない GoB によって補完される。GoB は帳簿記帳に関して商法典第
238 条，年度決算書に関して商法典第 243 条第 1 項および商法典第 264 条第 2 項ならびにコンツェルン決算




(32) PS 201 第 8 項は，「ドイツ連邦共和国または欧州連合の最高裁による商法上の判決は，個々のケースを超
えて重要性を有する限り，会計報告規範の解釈の際に考慮されなければならない。同様のことは，商法上の問
題に対して判決が下される限り，財政裁判所による最高位の判決にも適用される。」と規定している。 




(34) IDW RS は，会計上の諸問題に対する職業上の見解を詳述する。IDW RH は，そのときどきの問題に取り








                                                  







 ・商法典第 315 条第 3 項は，商法典第 315a 条第 1 項ならびに同条第 2 項に該当しない親企業に，自発的に
IFRS によるコンツェルン決算書を作成し，かつこれによって HGB に基づくコンツェルン会計報告の義
務が免除されるという可能性を開いている。ドイツの立法者は，公表目的のために，IFRS の使用を，個
別決算書においてもまた認めたにすぎない（商法典第 325 条第 2 項 a）。このことは，法定代表者に商法
上の年度決算書の作成の義務を免除するわけではない。」 





















第 42 条第 3 項） 
国際財務報告基準(IFRS) 
（商法典第 315a 条，325 条第 2a 項） 













係する GoB であると法律上推定される） 
IDW 会計専門意見書(Stellungnahmen zurRechnungslegung) 

































                                                  
(37) 原語は„kritische Grundhaltung“であるが，これについて英語版では“professional skepticism”の語が当





３ IDW 監査基準 
ここでは図表4-4の中でも特にIDW PSに注目し，規定内容から意義その位置付けおよびそこからの
逸脱について検討することによって，ドイツ監査制度におけるIDW監査基準の意義を明らかにする。 















                                                  
(38) 換言すれば，IDW PS は「正規の決算監査の諸原則を定式化する際の重要な源泉となる」（Marten et al. 
(2006), S. 383-384.）。 
(39) 原語は„Prüfungshandlungen“であり，これについて英語版では“audit procedures”（監査手続）の語が






   商法典（第 318 条，第 319 条，第 323 条      商法典（第 316 条および第 317 条， 
   および第 324 条）              第 320 条から第 322 条） 
 
   経済監査士法（第 43 条，第 44 条および    IDW 監査基準(PS) 
   第 49 条）           IDW 監査指針 (PH) 
 




































                                                  
(40) 原語は„hinreichende Sicherheit“である。Jacob によれば，経済監査士の意見の信頼性の程度に関して，
決算監査に際しては「高レベルの保証」（high level of assurance）が必要とされる。それを IDW は，「十分
な保証」„hinreichende Sicherheit“と定めたのである（Jacob, Hans-Joachim, a. a. O., S. 242.）。英語版では



































































                                                  
(41) Ebd., S.244. 


































































                                                  
(43) Directive 2006/43/EC of the European Parliament and of the Council of 17 May 2006 on the statutory 
audits of annual accounts and consolidated accounts, amending Council Directives 78/660/EEC and re-
pealing Council Directive 84/253/EEC, OJ L 157/87 9. 6. 2006. 
(44) Köhler et al. （2008）, S. 122. 
(45) Grundsätze ordnungsmaßiger Berichterstatung bei Abschlissprüfung （Stand: 09. 09. 2009）. 




































                                                  
(47) Ebd., S.123. 
(48) Auswirkungen des Deutschen Corporate Governance Kodex auf die Abschlissprüfung（Stand: 09. 09. 
2010） 







グループ名 IDW PS 
番号 
基準名 発行日 
120-199 品質保証 PS 140 経済監査実務における品質管理の実施 2008年2月22日
200-249 監査対象および監査
任務 
PS 200 決算監査の実施における目標と一般原則 2000年6月28日
  PS 201 決算監査に関する会計報告および監査の諸原則 2009年9月9日
  PS 202 企業により年度決算書と共に公表された追加情報
に関する判断 
2010年9月9日
  PS 203 決算日後の事象 2006年8月3日
  PS 203 
新版 
決算日後の事象 2010年9月9日
  PS 205 初度監査の枠組における開始貸借対照表価額の監
査 
2010年9月9日
  PS 208 協同監査（Joint Audit）の実施 2010年11月24日
  PS 210 決算監査の枠組における不正の摘発 2010年9月9日
  PS 220 決算監査人の委任 2009年9月9日
  PS 230 決算監査における被監査企業の業務活動ならびに
経済的および法的環境についての知識 
2005年12月8日
  PS 240 決算監査の計画に関する諸原則 2010年9月9日
250-299 監査アプローチ PS 250 決算監査における重要性 2010年9月9日
  PS 255 監査における利害関係者との関係 2010年11月24日
  PS 261 誤表示リスクの確定および評価ならびに評価され
た誤表示リスクに対する決算監査人の反応 
2009年9月9日
  PS 270 決算監査における企業活動の継続の判断 2010年9月9日
300-399 監査実施 PS 300 決算監査における監査証拠 2006年9月6日
  PS 301 棚卸資産の監査 2010年11月24日
  PS 302 第三者への確認 2003年7月1日
  PS 303 法定代表者の決算監査人への説明 2009年9月9日
  PS 312 分析的監査行為 2001年7月2日
  PS 314 会計報告における見積り価値の監査 2001年7月2日
  PS 314 
新版 
会計報告における見積り価値の監査 2009年9月9日
  PS 315 時間価値の監査 2005年12月8日
  PS 318 前年度に関する比較形式の報告の監査 2010年11月24日
  PS 320 他の外部監査人の業務の利用 2009年9月9日
  PS 321 内部監査と決算監査 2010年9月9日
  PS 322 専門家の仕事の利用 2010年11月24日
  PS 330 情報技術の使用の下での決算監査 2002年9月24日
92 
  PS 331 会計報告をサービス会社に一部アウトソーシング
している場合の決算監査 
2010年9月9日
  PS 340 商法典第317条第4項に従うリスク早期認識システ
ムの監査 
2000年9月11日
  PS 345 ドイツ・コーポレート・ガバナンス規準の決算監査
に与える影響 
2010年9月9日






  PS 450 決算監査における正規の報告の諸原則 2009年9月9日
  PS 460 決算監査人の監査調書 2000年6月28日
  PS 470 決算監査人の監視機関とのコミュニケーションに
関する諸原則 
2010年9月9日
500-799 特定業種の決算監査 PS 520 金融サービス機関の決算監査の特徴と問題領域 2001年7月2日
  PS 521 証券取引法第36条第1項第1文による有価証券サー
ビス取引の監査 
2009年3月6日
  PS 522 金融機関における契約当事者の支払不能リスクと
信用取引の監査 
2002年10月1日
  PS 525 決算監査における金融機関のリスク・マネジメント
の監査 
2010年6月26日
  PS 560 損害および災害保険会社の年度決算監査における
損害引当金の監査 
2004年12月9日
  PS 610 エネルギー供給企業の監査 2006年3月1日
  PS 650 病院法による病院の年度決算監査の拡大された範
囲について 
2009年11月27日
  PS 710 政党の活動報告書の監査 2005年5月12日
  PS 720 連邦および州の財政法の諸原則に関する法律
（HGrG）第53条による決算監査の拡大に関する報告 
2010年9月9日
  PS 721 ラジオ放送条約（Rundfunkstaatsvertrag）第16d条
第1項第2文による決算監査の拡大に関する報告 
2010年3月11日
  PS 740 財団（Stiftungen）の監査 2000年2月25日






  PS 821 持続可能性の領域における報告の正規の監査また
はレビュー（prüferischer Durchsicht）の諸原則 
2006年9月6日




  PS 850 情報技術の導入の際のプロジェクトに伴う監査 2008年9月2日
  PS 880 ソフトウェア製品の監査 2010年3月11日
  PS 890 ウェブ・トラスト監査の実施 2001年3月8日
  PS 900 決算書のレビューに関する諸原則 2002年10月1日
第４章 ドイツにおける決算監査制度─監査基準にみる決算監査の目標と一般原則─ 
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  PS 910 コンフォートレター（Comfort Letter）の付与の諸
原則 
2004年3月4日





  PS 951 サービス企業にアウトソーシングされた機能に関
する当該サービス企業の内部統制システムの監査 
2010年9月9日
  PS 970 再生可能エネルギー法
（Erneuerbare-Energien-Gesetz）による監査 
2011年3月11日
  PS 971 熱電併給システム法
（Kraft-Wärme-Kopplungsgesetz）による監査 
2010年11月24日




































































                                                  
(1) 加藤・遠藤（1998），130 頁。森川（1998a），1-23 頁。 
(2) 加藤・遠藤（1998），130 頁。 




































                                                  
(5) Lück, Wolfgang., Betriebswirtschaftliche Aspecte der Einrichtung eines Überwachungssystems und 
eines Risikomanagementsystems, S. 141. 
(6) 本章での太字は Lück が付したものであり，本稿もそれに従っている。 
(7) Lück, W., a. a. O., S. 141. 
(8) Ebd., S.141. 
(9) Ebd., S.142.。 
(10) Ebd., S.141. 






















                                                  

























                                                  
(13) Ebd., S.143.  §43 Abs.1 S. 1 GmbHG., Ebd., S.398. 
(14) Lück, W., a. a.O., S. 144. 
(15) Ebd., S.144. 
(16) Ebd., S.144. 
(17) Ebd., S.144-145. 
(18) Ebd., S.144-145. 





















                                                  
(21) Ebd., S.146. 
(22) Ebd., S.146-147. 













































                                                  




(27) Ebd., S.143. 
(28) Ebd., S.150. 
(29) この場合に Lück は「リスク回避に際しては，よいチャンスもまた同時に排除されてしまう」のであり，
さらに「リスク回避は，（たとえば，成長目標，利益目標および売上目標といった）企業の他の諸目標よりも
安全目標を優先する」と述べている（Ebd., S.150-151.）。 
(30) Lück は他のリスク縮小措置として，たとえば，警報装置，自動消化装置等の予防措置をあげている（Ebd., 
S.151.）。 
(31) Ebd., S.152. 































                                                  
(33) Ebd., S.152. 
(34) Ebd., S.153. 
(35) Ebd., S.154. 
(36) Ebd., S.154. 
(37) Ebd., S.154. 
内部監視システム 































                                                  
(38) Ebd., S.154. 
(39) Ebd., S.154. 
(40) Ebd., S.154-155. 
(41) Ebd., S.155. 
(42) Ebd., S.155. 





























                                                  





(46) Ebd., S.156. 
(47) Ebd., S.157-158. 


















                                                  
(49) Lück(1999), S.159. 
(50) Lück は，計画設定および統制の明確な定義づけを行っていない。そこで，これらの定義は F. X. ベア，
E. ディヒテル，M. シュバイツァー，小林哲夫，森 昭夫編著『一般経営経済学』第 2 巻 「管理」（Führung）
7 頁に従った。 
(51) Lück, W., a. a. O., S.161. 






























                                                  
(53) Ebd., S.162. 
(54) Ebd., S.162. 
(55) Ebd., S.162. 
(56) Ebd., S.160. 
(57) Ebd., S.162. 
(58) Ebd., S.162. 
(59) Ebd., S.159. 
(60) Ebd., S.160. 
(61) Ebd., S.162. 





















                                                  
(63) Ebd., S.160. 
(64) Ebd., S.161. 



































                                                  
(66) Ebd., S.162. 
(67) Ebd., S.162. 
(68) Ebd., S.163. 
(69) Ebd., S.163. 
(70) Ebd., S.163. 


















                                                  
(72) Ebd., S.164. 
(73) Ebd., S.164. 
(74) Ebd., S.165. 
























































                                                  
(75) Ebd., S.165-166. 
(76) Ebd., S.166-167. 
































                                                  
(78) Ebd., S.167-168. 
(79) Ebd., S.167-168. 
(80) Ebd., S.167-168. 
(81) Ebd., S.169. 


































                                                  
(83) Ebd., S.169. 












                                                  
(85) Ebd., S.170. 
(86) 商法典第 289 条第 1 項，第 315 条第 1 項，第 317 条第 4 項，ならびに第 321 条第 1 項，第 4 項および第






























                                                  
(1) IDW Prüfungsstandard: Das interne Kontrollsystem im Rahmen der Abschlussprüfung（IDW PS 260）











 (1) リスク・マネジメント・システム 
 (2) 監視システム（内部監査を含む） 
 (3) コントローリング  








図表６-１ Lück による内部監視システム 
 
第２節 内部統制システムの概念 
ここでは，前節で示した「内部監視システム」と IDW PS 260の「内部統制システム」との関係を
考察した上で，「内部統制システム」全体の概念を導くことを課題とする。 
１ 内部統制システムの意義と規定範囲 
前述のようにIDWは，国際監査基準の国内基準化に際してIDW PS 260を開発したが，その際，ISA 400
内部監視システム 




と述べている(3)。最初にIDW PS 260の全体の構成を提示しよう。 








まず，IDW PS 260は，内部統制システムを次のように規定している。 
「内部統制システムは，企業の経営者によって導入された原則，手続きおよび措置（取決め）と理解さ
                                                  
(2) International Standards on Auditing 400（ISA400）, “Risk Assessments and Internal Control”. 
なお，ISA 400は下記の基準書の発効によって2004年12月で廃止された。 
ISA 315, “Understanding the Entity and Its Environment and Assessing the Risks of Material Misstate-
ment,” ISA 330, “The Auditor’s Procedures in Response to Assessed Risks”.  




４. 内部統制システムとリスク指向決算監査(Risikoorientierte Apschlussprüfung) 
      4.1 決算監査のリスク 
      4.2 リスク指向監査アプローチ(Risikoorientierte Prüfungsansatz ) 
５．内部統制システムの知識 
６．内部統制システムの構造監査 
      6.1 構造監査の範囲 
      6.2 構造監査の実施 
       6.2.1 統制環境 
       6.2.2 リスク評価 
       6.2.3 統制活動 
       6.2.4 情報と伝達 
       6.2.5 内部統制システムの監視  
6.3 監査行為 

























                                                  
(4) IDW PS 260, Tz.5. 
(5) IDW PS 260, Tz.5. 
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(7) IDW PS 260, Tz.6. 
(8) IDW PS 260, Tz.15. 
(9) IDW PS 260, Tz.16. 
(10) IDW PS 260, Tz.17. 




















出所：IDW PS 260, Tz.20. 
                                                  
(12) IDW PS 260, Tz.19. 
(13) IDW PS 260, Tz.20. 
目  標 
営業活動の   
有効性と    会計報告の   その他の法律 
経済性（資産の 正規性と信頼性 と規定の遵守 
保護を含む）                     企 
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                              業   の 
                              の   単 
                              機   位  
構                           能 
成                           と 
要                           過 
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(14) Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission. 
(15) Internal Control－Integrated Framework, AICPA, 1992. 
(16) COSO（1992）, p.19, 鳥羽他（1996），27 頁。 
(17) COSO（1992）, p.13，鳥羽他（1996），18 頁。 
(18) COSO（1992）, pp.16-18，鳥羽他（1996），23-24 頁。 




















による監査基準により，相次いで発行されたIDW PS 340（1998年6月）(1)，IDW PS 400（2002年10月）(2)，
IDW PS 450（2003年9月）(3)等により，さらなる具体化が行われた。 
本章は，決算監査人のリスク・マネジメントの監査任務の遂行にあたり，その範囲となる監査対象
と報告義務を明瞭にすることを目的とする。その際，ドイツにおける職業身分上の法律解釈である上




                                                  
(1)「商法典第 317 条第 4 項に従うリスク早期認識システムの監査」（Die Prüfung des 
Risikofrüherkennungssystem nach § 317 Abs.4 HGB（IDW PS 340）（Stand: 11. 09. 2000））。 
(2)「正規の決算監査における確認の付記の付与の諸原則」（Grundsätze für die ordnungsmäßige Erteilung 
von Bestätigungsvermerken bei Abschlussprüfungen（IDW PS 400））。本基準については第 9 章で検討する。 
(3)「決算監査に関する正規の報告の諸原則」（Grundsätze ordnungsmäßiger Berichterstattung bei 















                                                  
(6) Möglichkeit ungünstiger künftiger Entwicklungen. 































（2006）, 106 頁を参照した。 


























                                                  
(12) 商法典317条第4項は次のとおりである。 




(13) IDW PS 340, Tz.6. 
(14) IDW PS 340, Tz.5. 
(15) Böcking/Orth（2000）, S.249. 
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(16) その根拠を本章第 3 節 1 において，Link が示している。 





リ ス ク 
認 識 














7-1の点線で囲まれた部分を，IDW PS 340の規定にしたがって示したものである。 





















                                                  
(18) Diderichs（2004） 
(19) ここでの（1）から（6）までの記述は IDW PS 340, Tz.7.から Tz.18.にしたがっている。 
株式法第 91 条第 2項によるリスク早期認識システムおよび内部監視システムの任務 
























































































                                                  
(20) IDW PS 340 によるリスク早期認識システムの基準化は 2000 年 9 月であり，IDW PS 260 による内部統
制システムの基準化は 2001 年 7 月に行われている。ドイツにおいては，リスク早期認識システムが内部統制
システムより早く概念規定されている点は注目される。 







２ IDW PS 260による「内部統制システム」の概念 
前章でみたように，IDWは， PS 260(23)を公表し，決算監査人が決算監査において判断を下すべき内
部統制システムの概念を示している。内部統制システムの監査をつうじて，決算監査人は統制リスク
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出所：IDW PS 260, Tz. 6.  
  
                                                  
(22) 法文の解釈は Link（2005）, S.44. に依拠している。 
(23) IDW Prüfungsstandard: Das interne Kontrollsystem im Rahmen der Abschlussprüfung（IDW PS 260）
（Stand: 02. 07. 2001）． 
(24) IDW PS 260 ,Tz. 5. 
(25) Link（2005）, S.136-137. 


































































                                                  
(27) IDW PS 340, Tz.10． 































                                                  
(29) IDW PS 340, Tz.19. 

























                                                  
(31) Böcking/Orth（2000）, S.249. 
(32) IDW PS 340, Tz.24. 
(33) IDW PS 340, Tz.26. 
(34) IDW PS 340, Tz.27. 
(35) IDW PS 340, Tz.31. 






























                                                  
(37) 商法典第321条第4項は次のとおりである。 
 「監査の枠内において，第 317 条第 4 項による判断が述べられているときは，その結果が監査報告書の特別
の部分において記述されなければならない。内部監視システムを改善するための措置が必要であるかにつき，
立ち入らなければならない。」（訳文については鈴木（2000），142 頁を参照した。） 
(38) IDW PS 450,Tz.106. 
(39) Böcking/Orth（2000）, S.249. 























                                                  
(41) Böcking/Orth（2000）, S.249. 
(42) 鈴木（2000）, 143 頁。 
(43) 鈴木（2000）, 143 頁。 
(44) Böcking/Orth（2000）, S.249. 






























                                                  
(46) Böcking/Orth（2000）, S.249.なお，ドイツにおいて 2004 年に施行された貸借対照表法改革法（BilReG）
によって，「チャンス」に関する報告義務が商法典に規定された。この点に関しては，石川（2006）で詳細な
検討が行われている。 































































































































                                                  
(3) 鈴木 前掲書 141 頁。 
(4) Baetge/Linßen, a. a. O., S.371. 
(5) Baetge, Jörg/Linßen, Thomas, Beurteilung der wirtshaftlichen Lage durch den Abschlßprüfer und 
Darstellung des Urteils im Prüfungsbericht und Bestätigungsvermerk, in: Betriebswirtschaftliche 




























                                                  
(6) Baetge/Linßen はこの説明報告義務について，次のように述べている。「立法理由書によれば，この規定は，
旧商法典第 321 条第 2 項の規定と同等に扱わなければならない。すなわち，いわゆる決算監査人の説明報告
義務が新しい法規則の中で，実質的に規定されたのである。」と（Ebd., S.372.）。 
(7) Giese, Rolf, Die Prüfung des Risikomanagementsystems einer Unternehmung durch den 
Abschlußprüfer gemäß KonTraG, S.458. 
(8) Ebd., S.458 






























                                                  
(10) 商法典第321条第1項第2文の意義付けについては，次の文献も参照した。 
Kassel, Ludewig, Gedanken zur Berichterstattung des Abschlußprüfers nach der Neufassung des §321 
HGB, in: Die Wirtshaftsprüfung（WPg）, 51. Jg., 1998. 


































                                                  
(13) Ebd., S.373. 
(14) Ebd., S.373. 



























                                                  
(16) Ebd., S.374-375. 
(17) Baetge/Linßen によれば，ミュンスター大学（Westfälische Wilhelms-Universität Münster）の監査制度




 Baetge/Linßen によれば，貸借対照表信用格付け BP-14 の場合に重要なことは，それが，ニューラル・ネッ
トワークである点である。これは，バックプロパゲーション（Backpropagation）アルゴリズムにより調整さ
れ，その効率性は最大限に高められているとされる（Ebd., S.373.）。 
(18) Baetge/Linßen は本表を「貸借対照表信頼性格付け」BP-14 と呼んでいる（Ebd., S.377.）。 














図表８-１ 貸借対照表信頼性格付け BP-14 
 



































































                                                  












































































 分類 存続の安定性の程度 N-Wert 
優良等級 AA 卓越した安定性 8から10 
 A 極めて良好な安定性 6から8 
 BB 良好な安定性 4から6 
 B 満足できる安定性 2から4 
 CC 十分な安定性 0から2 
 C ほとんど安定性がない -2から0 
リスク等級 Ⅰ 軽度の危険 -4から-2 
 Ⅱ 中程度の危険 -6から-4 
 Ⅲ 高度の危険 -8から-6 







図表８-３ 1993 年から 1997 年に至る CHEMIE 株式会社の N-Wert および指数 











KBD1 47.89T 52.16T 60.74T 68.91T 69.82T 25.00T 
KBD2 48.13T 53.56T 61.78T 68.50T 70.78T 25.00T 
KB 18.83％ 21.01％ 30.75％ 29.36％ 29.16％ 30.00％ 
FKQ 43.70％ 42.12％ 45.11％ 44.11％ 44.76％ 65.00％ 
FKS 31.83％ 34.29％ 40.54％ 39.86％ 41.94％ 55.00％ 
EKQ1 29.79％ 28.58％ 29.40％ 26.66％ 29.81％ 40.00％ 
EKQ2 81.79％ 75.35％ 68.77％ 65.93％ 69.74％ 60.00％ 
財務状態
FINK1 18.97％ 16.68％ 10.98％ 9.36％ 15.80％ 32.50％ 
FINK2 29.08％ 25.85％ 16.29％ 14.01％ 22.98％ 40.00％ 
AD 77.60％ 92.31％ 118.84％ 104.68％ 101.37％ 160.00％ 
収益状態
 
UR 5.99％ 5.60％ 2.60％ 0.65％ 5.04％ 5.00％ 
CF1-ROI 14.01％ 12.13％ 7.75％ 6.82％ 11.35％ 15.00％ 
CF2-ROI 15.14％ 13.22％ 8.90％ 7.41％ 11.68％ 15.00％ 
PAQ 36.25％ 42.23％ 42.11％ 41.74％ 39.31％ 26.00％ 


















                                                  
























                                                  
(22) Baetge は，この 1％という数値はドイツにおいて過去支払不能に陥った企業の確率に相当すると述べてい
る。Baetge, Bilanzanalyse, IDW-Ver, Jg, 1998, S.597. 
(23) Baetge/Linßen, a. a. O., S.378. 




きる。彼らはこれを「企業の健全状態（Gesundheitszustand der Unternehmens）」と呼ぶ。 
２．開始された経済活動からのリスク。これは，監査の対象となった決算書から突き止めることがで
きる。つまり，前年度の「存続の安定性」に基づき，当年度開始された経済活動がこれに及ぼす影


















                                                  
(25) Ebd., S.380. 

































                                                  
(27) Baetge/Linßen, a. a. O., S.381-382, 383. 
(28) Baetge, a. a. O., S.614-615. 
(29) Baetge/Linßen, a. a. O., S.383. 
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図表８-６ CHEMIE 株式会社の存続の安定性に関する各指数の感応性分析 
 
1993-1994 1994-1995 
  ⊿N ％⊿N   ⊿N ％⊿N 
順位 指数 －0.78 －100.00％ 順位 指数 －2.15 －100.00％ 
1 KBD2 －0.11 －14.36％ 1 KB －0.31 －14.29％ 
2 CF2-ROI －0.11 －14.23％ 2 CF2-ROI －0.28 －13.21％ 
3 KBD1 －0.11 －13.96％ 3 UR －0.24 －11.29％ 
4 CF1-ROI －0.09 －11.70％ 4 CF1-ROI －0.24 －11.04％ 
5 EKQ2 －0.09 －11.70％ 5 KBD1 －0.23 －10.69％ 
6 FINK1 －0.07 －8.51％ 6 FINK1 －0.18 －8.43％ 
7 KB －0.06 －7.71％ 7 KBD2 －0.18 －8.38％ 
8 FKS －0.05 －6.78％ 8 FKS －0.17 －7.69％ 
9 FINK2 －0.05 －5.85％ 9 FINK2 －0.15 －6.90％ 
10 PAQ －0.04 －5.59％ 10 EKQ2 －0.11 －5.13％ 
11 UR 0.03 －3.59％ 11 FKQ －0.10 －4.78％ 
12 EKQ1 0.03 －3.46％ 12 PAQ 0.00 0.10％ 
13 AD 0.01 1.06％ 13 AD 0.02 0.79％ 
14 FKQ 0.05 6.38％ 14 EKQ1 0.02 0.94％ 
 
1995-1996 1996-1997 
  ⊿N ％⊿N   ⊿N ％⊿N 
順位 指数 －0.81 －100.00％ 順位 指数 1.34 －100.00％ 
1 KBD1 －0.22 －26.53％ 1 UR 0.38 28.52％ 
2 UR －0.18 －21.67％ 2 CF2-ROI 0.30 22.07％ 
3 KBD2 －0.15 －18.18％ 3 CF1-ROI 0.26 19.21％ 
4 CF2-ROI －0.10 －12.83％ 4 FINK1 0.22 16.06％ 
5 EKQ1 －0.07 －8.84％ 5 FINK2 0.15 11.00％ 
6 FINK1 －0.05 －6.72％ 6 EKQ1 0.08 6.09％ 
7 EKQ2 －0.05 －6.60％ 7 EKQ2 0.07 5.28％ 
8 CF1-ROI －0.05 －6.60％ 8 PAQ 0.04 3.01％ 
9 FINK2 －0.04 －4.61％ 9 KB 0.01 0.51％ 
10 AD －0.01 1.12％ 10 AD －0.00 －0.15％ 
11 PAQ 0.01 0.75％ 11 KBD1 －0.02 －1.61％ 
12 FKS 0.02 2.49％ 12 FKQ －0.02 －1.76％ 
13 FKQ 0.04 4.61％ 13 KBD2 －0.05 －3.52％ 



















                                                  
(30) Ebd., S.384. 
(31) Ebd., S.384. なお，「 BP-14 ピラミッド」に関して Baetge は次の図を示している。本文での分析では，
指数として KB，CF2-ROI，UR，CF1-ROI が選択されているが，ここでは特に CF1-ROI および FKQ を例
として，それが選択された場合，次に指数の定義に進み，さらに各決算書項目に至ることが図示されている。 
























(32) Baetge/Linßen, a. a. O., S.384. 




UR   CF-ROI   CF2-ROI 
収益経済的キャッシュフロー÷貸借対照表総額 































                                                  
(34) Ebd., S.385. 
(35) Ebd., S.386. 
(36) Ebd., S.386. 


































                                                  
(38) Baetge, a. a. O., S.617. 
(39) Baetge, a. a. O., S.617. 

































                                                  





























                             
(1) ドイツにおいては，法定の決算監査において，監査人が付与する監査証明に対して法律上，「確認の付記」
（Bestätigungsvermerk）という用語が付されている。 
(2) Grundsätze für die ordnungsmäßige Erteilung von Bestätigungsvermerken bei Abschlussprüfungen. 
(3) ドイツにおける年度決算書は貸借対照表，損益計算書および附属説明書であり（商法典第 242 条第 3 項お




319 条 1 項）。 
(4) Klaus-Jürgen Lehwald, Die Erteilung des Bestätigungsvermerks bei Abschlussprüfungen, in: DStR 
2000, S.259-264. 




























                             
(6) Ebd., S.259. 
(7) Ebd., S.259. 
(8) 「企業の存続を危うくするリスク」と「将来の発展のリスク」は「確認の付記」に関しては商法典第 322
条第 2 項 2 文，同条 3 項にそれぞれ規定されている。これらのリスクの記述方法に関する詳細は，第 5 章を
参照されたい。 
(9) 「企業の存続を危うくするリスク」と「将来の発展のリスク」は「確認の付記」に関しては商法典第 322
条第 2 項 2 文，同条 3 項にそれぞれ規定されている。これらのリスクの記述方法に関する詳細は，第 5 章を
参照されたい。 
(10) Lehwald, a. a. O., S.259. 
(11) IDW PS 400, Tz.17. 






（４）決算監査人の判断（Urteil des Abschlussprüfers） 























                             
(12) IDW PS 400, Tz.19 ff. 












































                             
(17) „Beurteilung der Gesetzmäßigheit“（Lehwald, a. a. O., S.260.） 
(18) Ebd.,S.260. 
(19) Ebd.,S.260, IDW PS 400, Tz.30. 
(20) IDW PS 400, Tz.36. 































                             
(21) 本章では„Gesamtaussage“を「総括判断」としている。 
(22) Lehwald, a. a. O., S.261, IDW PS 400, Tz.41. 
(23) Ebd., S.261. 
(24) Ebd., S.261. 
(25) Lehwald によれば「相対的な重要性の点から，虚偽 （Fehler）が会社の財産状態，財務状態および収益
状態ならびに会社の会計報告の不適切な判断を導くと予想される場合」に「異議」は重大であるとみなされる。
164 



























(26) IDW PS 400, Tz.46. 










算書は，場合によっては，変更されなければならなかったことは妨げられない。」（IDW PS 400, Tz.61.） 
(28) Ebd., S. 261. 
(29) Ebd., S. 261. 
(30) Ebd., S. 262. 































                             
(31) IDW PS 400, Tz.68. 
(32) IDW PS 400, Tz.68. 




 IDW PS 400は，存続を危うくするリスクについての指摘について，次のように示している。 
 「これらの（上述の）判断を限定することなしに，私/我々は状況報告書における解説を指摘する。そこには，
…部分において，次のように解説されている。すなわち，緊迫した流動性（Liquidität）により会社の存続が脅
かされている，と。」（IDW PS 400, Tz.77.） 
166 































                             
(34) Lehwald, a. a. O., S.263-264, IDW PS 400, Anhang 1. 
































                             
(35) Lehwald, a. a. O., S.263-264, IDW PS 400, Anhang 1. 
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(36) Lehwald, a. a. O., S.261. 
(37) IFAC, Hand Book of International Auditing, Assurance, and, Ethics Pronouncements 2003 Editon, 
International Standards on Auditing 700（ISA 700）, The Auditor’s Report on Financial Statements, ま
た，ISA 700 「財務諸表の監査報告書」日本公認会計士協会国際委員会訳も参照している。 
第９章 ドイツにおける監査証明「確認の付記」の変革─IDW監査基準 400号を中心として─ 
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(38) IFAC（2003） ISA 700. par.28. 日本公認会計士協会国際委員会訳 8 頁。 
170 
この基本要素からも，第1節の図表9-1で示したIDW PS 400の確認の付記の構成がISA 700をモデル
にしていることは明らかである。 




















図表９-３ 「確認の付記」（IDW PS 400）と「監査報告書」（ISA 700）の比較表 










─意見の拒否（disclaimer of opinion）（pra.38） 
 
  
                             
(39) „Bestätigungsbericht“（鈴木（2000），144 頁参照。） 
































                             
(40) Gesetz zur Einführung internationaler Rechnungslegungsstandards und zur Sicherung der Qualitat der 

























                             





   ─異議に基づく 
   ─重大な監査の妨げ（gravierende Prüfungen）に基づく 
 






























































KonTraG（1998 年）     BilReG（2004 年） 
改正 
改正























































                             
(43) IDW（2004a），Vorwort X. 
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図表９-５ IDW PS 400（2010 年改正基準）に付加された確認の付記 
 
出所：本図表は内藤他(2010), 445 頁を参考にして作成した。  
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 商法典第 322 条第 3 項第 1 文に従いわれわれは，われわれのコンツェルン決算書の監査が何の異議にも至らな
かったことを表明する。 
監査の際に獲得された認識に基づいたわれわれの判断によれば，コンツェルン決算書は全ての重要な観点におい
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＜資料＞「確認の付記」（IDW PS 400）と「監査報告書」（ISA 700）の比較分析表 
 





 視  点 IDW PS 400 ISA 700 
一致 
/不一致 


















































































































































































































（ ISA 700 の 原 語 は adverse 
opinion である。（par.39）） 
─監査判断の拒否 


















































































































・視点 21 の ISA 700 の記述に関して，同基準の第 27 節は次のとおりである。「無限定意見は，それぞれの財
務報告の枠組みに準拠して財務諸表が真実かつ公正な写像を与えている（すべての重要な点において適正に









































































                                                  




























（出所）本図表は Hackethal/Schmidt（2000）の S.55.の記述から筆者が作成したものである。 
またサブシステムのような金融システムを構成する諸要素はそれ自体が相互の（untereinander）
関係にあるとする(8)。上記の図表10-1において，矢印はかかる関係を示している。相互の関係につい
                                                  
(3) Ebd.,S.54. 
(4) R.King/R.Levine および R.La Porta らの研究が挙げられている（Ebd.,S.54.）。 

















































































                                                  
(14) Ebd.,S.56. 















資本市場規制および銀行規制             倒産法 
 
 
                            文化 
 
 
会社法                       労働市場 
                            製品市場 




































































                                                  
(23) Ebd.,S.59. 





































































































































図表 10-４ ドイツ，日本および米国の資金調達パターン 













米国 銀行 0.51 0.49 0.49 0.46 0.36 0.44 
 非銀行金融機関 0.36 0.39 0.40 0.41 0.49 0.42 
 家計 0.12 0.11 0.07 0.07 0.09 0.09 
 外国／州 0.01 0.02 0.04 0.06 0.06 0.04 
 有価証券 0.42 0.42 0.41 0.45 0.48 0.45 
ドイツ 銀行 0.80 0.82 0.84 0.82 0.83 0.82 
 非銀行金融機関 0.14 0.14 0.12 0.13 0.11 0.12 
 家計 0.04 0.03 0.03 0.04 0.04 0.04 
 外国／州 0.02 0.01 0.01 0.02 0.03 0.02 
 有価証券 0.12 0.09 0.08 0.11 0.13 0.12 
日本 銀行 0.95 0.95 0.95 0.91 0.92 0.93 
 非銀行金融機関 0.02 0.02 0.03 0.06 0.06 0.05 
 家計 0.02 0.02 0.01 0.02 0.01 0.02 
 外国／州 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.01  






















































































































（arm’s length lending）」（または同じ意味の「取引上の貸付（transactional lending）」）と「関
                                                  















































(70) Ebd.,S.74. 「危機保険」の原語は„Krisenversicherung“であり，「流動性保険」の原語は„Liquiditäts- 
versicherung“である（Ebd.,S.74.） 
(71) Ebd.,S.74. 








































(79) Ebd.,S.75. Hackethal/Schmidt は F.Allen/D.Gale と S.Prigge の研究論文を指摘している。 



































































































































































































                                                  
(106) Ebd.,S.81. また逆に彼らが離脱したとしても，彼等は容易に他で補うことができるのである（Ebd.,S.81.）。 
(107) Ebd.,S.82. Hackethal/Schmidt によれば，ここでの「忍耐」とは，ステークホルダーが情報および影響
力の行使なしには合理的な方法では獲得できないものである。 










































(116) Ebd.,S.83. 行動変数について Hackethal/Schmidt は明確な説明を行っていないが，企業によって選択さ
れた変数を指すと考えられる。 








































図表 10-６ 二つの典型的な金融システムにおける選択された構成要素 
典型的な金融システム 市場指向の金融システム 銀行指向の金融システム 
A) 企業の資金調達 情報の外在化 情報の内在化 
規制環境の構造 ・厳格な公示規程および会計規程 ・厳格ではない公示規程および会計規程 
・インサイダー行為の懲罰 ・インサイダー行為に対する軽微な制裁 
・少数株主の保護 ・わずかな保護メカニズム 






企業の資金調達の構造とモデル ・取引可能な金融商品 ・銀行借入れ 
・持分所有および債権所有の拡散 ・持分所有および債権所有の集中 
















































































典型的な金融システム 市場指向の金融システム 銀行指向の金融システム 













































                                                  
(123) Ebd.,S.85. 環境変化の例として，ソ連邦圏の終焉，世界的規模の民営化，技術変革およびドラスティッ
クに変化する市場の前提が示されている（Ebd.,S.85.）。 
(124) Ebd.,S.85. この当てはめは，あくまで仮説として提示されている。 














































































































































業の戦略」の 3 つのサブシステムから構成されるとしている。 
ところで，本章でみるように，Schmidt and Tyrell（2004）は，金融システムの基盤として企業
                                                  
(1) Krahnen, Jan P./ Schmidt, Reinhard H., eds. The German Financial System, Oxford University Press. 執
筆者はフランクフルト・ゲーテ大学（Goethe-Universität of Frankfurt am Main）および同大学の系列の金融















の資金調達を中心に考察している。続いて第 12 章において Leuz and Wüstemann(2004)は，会計制
度を金融システムのサブシステムと位置付けている。さらに，第 13 章では，Schmidt（2004）お
よび Schmidt and Tyrell（2004）は，コーポレート・ガバナンスを金融システムのサブシステムと
位置付け，特に企業の資金調達との補完性について論じている。 
以上のように，金融システムのサブシステムについては，統一された見解が明確に示されている
とは言い難い。ただし，Schmidt and Tyrell（2004），Leuz and Wüstemann(2004)，Schmidt（2004）






















                                                  
(2) Schmidt, Reinhard H. and Tyrell, Marcell（2004）: What constitutes a Financial System in General and 
the German Financial System in Particular?, in: The German Financial System, eds. Krahnen, Jan 
P./Schmidt, Reinhard H., Oxford: Oxford University Press, pp.19-67. 
 なお，Schmidt and Tyrellの所説に論究した先行研究として羽森（2011）がある。本稿においては，ドイツ
の金融システムの検討に際して，Schmidt and Tyrellの所説と共に参照している。 

































                                                  
(4) ibid., p.21. 
(5) ibid., pp.23-24. 
(6) ibid., p.24. 
(7) ibid., p.25. 


























                                                  
(9) ibid., p.26. 
(10) ibid., p.27. 
(11) Hackethal/Schmidt（2000）, S.58. 









 （Schmidt and Tyrell（2004）, p.28. Schmidt（2004）, p.389. Hackethal/Schmidt（2000）, S.58.） 
(14) Schmidt and Tyrell（2004）, p.28. 























                                                  





関係する当局が銀行サービスと定義する場合の他のサービスも含まれる。1995 年においておよそ 3,700 の銀
行が存在し，48,000 を超える営業店が存在する（Schmidt and Tyrell（2004）, p.31）。ドイツの金融機関の
特徴に関するより詳細な説明については，羽森（2011）, 35-36 頁を参照されたい。 
(17) 1995 年において，民間商業銀行のグループには，3 つの主要な上場銀行（ドイツ銀行，ドレスナー銀行お
よびコメルツ銀行），広範な支店網を有する地方商業銀行ならびに少数の民間銀行グループが含まれる
（Schmidt and Tyrell（2004）, p.32.）。 
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1995年 ドイツマルク    
民間商業銀行 2,218,356 27.4 331 7,305
内 大銀行 978,322 12.1 3 3,624
貯蓄銀行グループ 3,047,470 37.7 637 19,504
協同組合銀行グループ 1,149,666 14.2 2,595 17,248
他の全金融機関 1,675,208 20.7 221 4,167
合計 8,090,700  3,784 48,224
2001年 ユーロ    
民間商業銀行 2,458,055 33.2 303 5,576
内 大銀行 1,648,863 22.3 4 2,369
貯蓄銀行グループ 2,575,194 34.8 547 17,094
協同組合銀行グループ 783,972 10.6 1,623 14,602
他の全金融機関 1,577,028 21.3 222 3,867
合計 7,394,249  2,695 41,139












                                                  
(18) 1995 年において，民間商業銀行のグループには，3 つの主要な上場銀行（ドイツ銀行，ドレスナー銀行お
よびコメルツ銀行），広範な支店網を有する地方商業銀行ならびに少数の民間銀行グループが含まれる
（Schmidt and Tyrell（2004）, p.32.）。 
(19) ibid., p.33. なお，貯蓄銀行および下記注 20 の協同組合銀行については，羽森（2011）, 37-40 頁を参照さ
れたい。 
(20) 1995 年を見ると，約 17,000 の支店をもつ約 2,600 の協同組合銀行によって構成されている。しかし協同
組合グループ全体でもドイツの銀行の総資産の 14％を占めるにすぎない。協同組合銀行の組合員の主たる機
能は，組合員の事業をサポートすることである（Schmidt and Tyrell（2004）, p.33）。 




























                                                                                                                                                                 
可能な国の数値をはるかに下回っていたことが示されている（Schmidt and Tyrell（2004）, pp.35-36. 羽森
（2011）, 41-42 頁）。 
(22) 制度的に金融市場は，証券および他の取引可能な金融商品のための発行市場と組織化された流通市場，およ
び短期金融市場から構成される（Schmidt and Tyrell（2004）, p.36）。また，ドイツ株式取引システムは 3つ
の市場セグメント，すなわち公式市場（amtlicher Markt），規制市場（geregelter Markt）および自由市場
（Freiverkehr）から成る。 
 若い技術指向の株式のためのノイア・マルクト（Neuer Markt）は 1997 年にはじめて創設された。
Schmidt/Tyrell によれば，ノイア・マルクトはかなりの注目を集め，一時の間卓越した人気を博したが，深刻
な失敗とスキャンダルの結果，2003 年中に閉鎖された（Schmidt and Tyrell（2004）. p.37）。 
(23) Schmid and Tyrell によれば，1995 年において，ドイツ証券取引所に上場していたのは 678 社の国内企業
にすぎず，新規株式公開活動（IPO）は，実質的に存在しなかったとされる。また，投資家保護は開始された
ばかりであった。インサイダー取引の法律による禁止は，ようやく 1994 年に導入され，当該制度と他の投資
家保護手段が具体化されたのは，そのときがはじめてであった（Schmidt and Tyrell（2004）, p.37. 羽森（2011）, 
41-43 頁）。しかし，ドイツにおける過去 10 年間の展開を考慮すれば，2000 年を境にして，投資家保護に関
して，もはや株式市場システムが未発達だというのは適切ではないと論じられている（Schmidt and Tyrell
（2004）, p.37）。 
(24) ibid., p.37. 
(25) 1990 年代半ばにおいて，ドイツの株式取引の取引高は，国際的な基準に比べて低く，取引は少数の優良株
に焦点が当てられていた（ibid., p.37）。 
(26) Ebd., S.37. 




























                                                                                                                                                                 
書は，債券ではなく，発行条件が可変的で期間が 15 年までの譲渡可能な約束手形またはローン契約書である。
債務証書は私募により発行されるが，活発に店頭で売買される（Schmidt and Tyrell（2004）, p.38. 羽森（2011）, 
44 頁）。 
(28) Schmidt and Tyrell (2004)，p.38. 羽森（2011）, 44 頁。 
(29) Schmidt and Tyrell (2004)，p.39. 羽森（2011）, 45 頁。 
(30) Schmidt and Tyrell (2004), p.39. 羽森（2011）, 45 頁。 
(31) “The Financial Services Authority”の略称である。 


























けられる。これは図表11-2ｂで示されている。家計の銀行への資産－IR（Asset-IR of Household with 
Banks）は，家計の金融資産を集めることにおける銀行によって担われる役割を示している。類似し






                                                  
(33) Schmidt and Tyrell (2004), p.40. 
(34) 非金融部門とは，「家計，国，企業，海外」が示されている（Hackethal/Schmidt（2000）, S.68.）。 
(35) Schmidt and Tyrell (2004), p.42. 
(36) Schmidt and Tyrell (2004), p.41. 
(37) ibid., p.41. 






図表 11-２a 一般仲介率 
 
出所：Schmidt and Tyrell(2004),p.41. 
図表 11-２b 部分仲介率 
 
出所：Schmidt and Tyrell(2004),p.42. 
                                                  











図表 11-２c 銀行の仲介率 
 











                                                  
(40) Schmidt and Tyrell (2004), pp.42-43. 
(41) 株式の直接的な保有は12％にすぎず，一方，そのポートフォリオにおいて家計の60％超が生命保険証券を保
有し，3分の1が国内債券を保有している（Schmidt and Tyrell（2004）, p.44）。 




























                                                  
(42) ibid., p.46. 
(43) cross-sectional or ‘intratemporal’ risk（ibid., p.47），羽森（2011）, 48 頁。 
(44) Schmidt and Tyrell（2004）, p.47. 羽森（2011）, 47 頁。 
(45) Schmidt and Tyrell（2004）, p.48. 羽森（2011）, 48-49 頁。 
(46) Schmidt and Tyrell（2004）, p.48. 羽森（2011）, 48-49 頁。 
(47) ドイツの年金制度は，全ての被用者を対象とし，透明性のあるルールをもつ単一のシステムの中にほぼ全
ての退職所得を提供している（payroll tax-based PAYG（pay as you go） system）。1993 年において，年金
システムを賄う PAYG は，2 人構成の家計の総退職所得の平均 85％を支給し，公的年金スキームの 70％の代
替率は比較的高かったとされる（Schmidt and Tyrell（2004）, pp.48-49. 羽森（2011）, 49 頁参照）。 
(48) その結果，英国や米国の年金ファンドのような機関投資家を育成する必要もなかったのである（Schmidt 



































                                                  
(49) Schmidt and Tyrell（2004）, p.53. 
(50) ibid., pp.53-54. 
(51) ibid., p.54. 











                                                  







 日本証券経済研究所（2012）は，EU 市場統一化の流れを次のように示している。 
・「投資サービス指令（ISD）」（1993 年），「金融商品市場指令（MiFID）」（2007 年）が発効 
・2000 年パリ，アムステルダム，ブリュッセルの証券取引所が統合されユーロネクストが誕生，後にリスボ
ンが加わる。 
・北欧の取引所グループ（ストックホルム，コペンハーゲン，ヘルシンキ）が 2003 年に統合して OMX を形成
する。 
・2007 年 4 月に NYSE ユーロネクストが誕生。 
・2007 年 10 月にイタリア証券取引所がロンドン証券取引所に買収される。 
・2008 年 2 月にナスダック OMX が誕生。 
・2011 年 2 月に NYSE ユーロネクストとドイツ証券取引所が合併の合意。 









2010 年末 前年比 2010 年末 前年比 2010 年末 前年比
ロンドン証取グループ 36,131 4.6% 2,966 -4.0% 27,495 7.7%
ユーロネクスト 29,361 2.1% 1,135 -2.2% 20,222 11.1%
ドイツ取引所 14,297 10.6% 765 -2.3% 13,621 14.4%
SIX スイス取引所 12,294 15.5% 296 -12.7% 7,902 11.3%
BME スペイン取引所 11,716 -18.3% 3345 -3.7% 13,608 15.2%
ナスダック OMX 10,422 27.5% 754 -5.4% 7,495 14.2%
MICEX（ロシア） 9,491 28.9% 245 4.7% 4,076 -6.0%
 （以下省略） 
ニューヨーク証取（参考） 133,941 13.1% 2,238 -3.8% 177,956 1.6%









現在のドイツ取引所の上場・公開企業は主に次の 3 つに区分される 
① プライム基準（Prime Standard） 
② 一般基準（General Standard） 
③ エントリー市場（Entry Standard）としての非規制市場（オープン市場） 
 



























（2003-2008） （2003-2008） （2003-2008） （2003-2008）
年 国内 海外 国内 海外 国内 海外 国内 海外 国内 海外 国内 海外 
1999 年 369 183 88 9 168 33 93 2,214 708 2,439 931 7,603 13,896.6
2000 年 365 177 95 10 283 56 160 4,471 903 4,714 1,065 9,812 13,529.4
2001 年 359 167 118 13 272 54 163 4,630 912 4,864 1,075 10,128 12,036.8
2002 年 333 154 184 23 198 42 152 4,682 867 4,901 1,011 9,928 6,585.7
2003 年 331 41 353 141     145 4,719 829 4,901 976 9,537 8,554.5
2004 年 310 40 350 119     156 5,234 816 5,393 979 11,525 8,788.1
2005 年 324 35 324 81 17 3 170 5,869 835 5,988 976 13,288 10,352.5
2006 年 343 42 313 62 70 6 252 6,944 978 7,054 1,103 14,316 12,419.6
2007 年 365 39 293 57 103 9 284 8,591 1,045 8,696 1,171 15,537 14,399.6




EU 規制市場 オープン市場 合計 
PS GS ES その他 
国内 海外 国内 海外 国内 海外 国内 海外 国内 海外 
2009 年 327 32 278 38 103 13 317 9,232 1,025 9,315
2010 年 313 31 268 32 119 13 358 10,095 1,058 10,171
（PS は Prime Standard, GS は General Standard, ES は Entry Standard の略称である。） 
出所：日本証券経済研究所（2012），125 頁の図表を一部抜粋している。 
  














































が，2000 年には 11％までに減少，2002 年から 2005 年まで返済が借入を上回った。 





 （10 億ユーロ） 
年 1991 1993 1995 1997 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
内部調達 132.1 132.1 168.1 179.0 154.7 152.5 186.1 196.3 190.3 214.9 218.6 235.7
 内内部留保 12.5 -7.5 18.8 17.7 -11.0 -20.5 7.4 13.6 7.3 30.3 28.6 46.1
 内減価償却 119.6 139.6 149.3 156.3 165.7 173.1 178.7 182.7 183.0  184.7 190.0 189.5
外部調達 126.9 113.7 119.6 77.2 234.7 416.5 176.5 63.2 47.7 -24.6 19.1 82.7
 内銀行借入 90.1 37 57.9 44.0 66.5 46.8 33.6 -22.6 -40.9 -31.9 -4.2 15.4
  短期 34.3 -10.5 19 7.4 10.3 13.2 2.1 -22.7 -25.4 -32.5 -15.8 -3.3
   （国内） 27.7 -7.9 16.5 4.7 -5.3 19.0 6.7 -24.5 -24.8 -27.6 -15.1 -11.4
   （海外） 6.6 -2.7 2.5 2.7 15.5 -5.7 -4.6 -3.2 -0.6 -4.9 -0.7 8.1
  長期 55.8 47.5 38.9 36.6 56.2 33.6 31.6 5.2 -15.6 0.5 11.6 18.7
   （国内） 55.5 45.3 39.1 36.1 53.5 32.1 19.8 3.1 -13.5 -1.4 1.7 3.3
   （海外） 0.3 2.2 -0.2 0.5 2.7 1.4 11.8 2.1 -2.0  1.9 9.9 15.4
 内その他借入 9.5 11.3 41.4 15.9 84.9 161.0 60.8 43.5 19.8 -34.0  10.3 21.0 
 内社債・CP 3.7 46.9 -3.3 -3.0 1.3 9.6 9.8 6.0 27.0  2.1 3.1 17.4
 内株式 16.5 14.2 16.5 16.7 75.8 190.8 64.1 27.5 34.0  32.6 4.4 23.4
   （国内） 14.2 15.8 14 12.7 57.1 81.0 51.7 0.1 -9.8 -1.0  -0.1 2.7
   （海外） 2.3 -1.7 2.5 4.0 18.6 109.9 12.4 27.4 43.8 33.6 4.5 20.7
 内年金基金 7.2 4.2 7.1 3.6 6.3 8.2 8.2 8.7 7.9 6.6 5.5 5.5






① 1990 年代以降一時期を除き株価水準が高かったこと 
② 個人の株式投資促進を目的とした最低額面金額の引き下げ（第２次資本市場振興法で 50 マルクから 5
マルクへ，現在最低額面は 1 ユーロ） 
③ 連邦証券監督局の設立（1995 年 1 月）など市場インフラの整備 
④ 通貨統合に向けた M＆A ブームと多額買収資金確保の必要性 



































                             
(1) Leuz, Christian and Wüstemann, Jens（2004）‘The Role of Accounting in the German Financial System’. 
(2) ibid., p.450. 

























                             
(4) ibid., pp.450-451. 
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図表 12-１ Leuz and Wüstemann による会計システム論の展開 
 
出所：本図表はLeuz and Wüstemann(2004)の所説に従い筆者が作成したものである。 
第２節 金融システムの制度的フレームワーク 










                             










































                             
(6) ibid., p.452. 
(7) Leuz and Wüstemannが先行研究として示している文献は次のとおりである（ibid., p.453）。 
・Franks, J., and Mayer, C.‘Corporate control: A comparison of insider and outsider systems’, Working 
Paper. London Business School, 1994. 
・Berglöf, E.‘A note on the typology of financial systems’, in K. J. Hopt and E. Wymeersch (eds.), Compar-
ative corporate governance: Essays and materials. Berlin et al.: Gruyter, pp.151-64, 1997. 
・Schmidt, R. H., and Tyrell, M.‘Financial systems, corporate finance and corporate governance’, European 
Financial Management, 3,pp.333-61, 1997. 
・Rajan, R., and Zingales, L.‘Financial dependence and growth’, American Economic Review, 88,pp.559-87, 
1998. 
・Allen, F., and Gale, D. Comparing Financial Systems. Cambridge: MIT Press, 2000. 






























                             
(9) ibid., p.453. 
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(12) ibid., p.454. 
(13) ドイツの企業の主要な財源を，たとえば年金引当金，内部留保および銀行借入としている（ibid., p.454.）。 
(14) ibid., p.454. 
(15) ibid., p.454. 

























                             
(17) ibid., pp.454-455. 







(19) 本章の法律の条文は原則として2004年に公表されたLeuz and Wüstemannの文献に示されたものにした
がっている。本稿の趣旨から，その後の HGB などの改正を反映していない。 
(20) Leuz and Wüstemann の論考は英語で記述されている。彼らは「ドイツの一般に認められた会計原則」と

































                             
(21) 換言すれば，ドイツの裁判所は，GAAP を規定するのである。一方，米国の裁判所は，米国 GAAP といっ
た会計基準がその状況下で適正かどうかを決定しなければならないのである（ibid., p.457）。 
(22) ibid., p.457. 
(23) ibid., p.457. 































                             
(25) ibid., p.458. 




書，セグメントとリスク報告および半期報告である。しかし，上場企業は，IFRS による 2005 年時点の財務
諸表を作成するよう求められたのに伴い，DRSC の役割はさらに影響力が低下しているといわれる（Benston 
et al.（2006）, pp.113-114.および川村・石井（2009）168-169 頁を参照）。 


























                             
(28) ibid., pp.459-460. 
(29) ibid., p.460. 





ないインセンティブを与えてもいるのである。この対照的な効果により，特に EU 上場企業に関して IFRS
の強制使用に伴い，基準性の原則の使用がより論争の的になっていた（Benston et al.（2006）, p.115，お
よび川村・石井（2009）171 頁を参照）。この点に関しては 2009 年に施行された BilMoG の中心的な課題
となっている。 



































                             
































                             
(33) ibid., pp.461-462. 
(34) ibid., p.462. 
(35) ibid., pp.462-463. また，ここでは日本証券経済研究所（2001）を参照している。なお，上場企業につい


































                             
(36) Leuz and Wüstemann（2004）, pp.463-464. 
(37) ibid.,p.464. 
































                             
(39) ibid., p.464. 
(40) ibid., p.464. 





















                             











う彼らの中心的な仮説に一致すると述べている（ibid., p.464-465. The German Supreme Court from 20 Sep-
tember－1 BvR 636/95 and 1 BuR 168/93.）。 
(43) Leuz and Wüstemann（2004）, p.466. 
(44) ibid., pp.468-474. 
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(45) Leuz and Wüstemann が示す実証研究の文献は Leuz and Wüstemann（2004）を参照されたい。なお，
本稿はその分析結果にしたがっている。 
































                             
(47) ibid., p.475. 
















                             
(49) その例の 1 つとしてエンフォースメントがある。これについては既に第 2 章で考察したが，ここでは
Benston et al.に従い概要を示せば次のとおりである。2004 年 10 月，ドイツ政府は，エンフォースメントに
関する新たな法律すなわち貸借対照表統制法（BilKoG）を制定した。新法は民間の財務報告調査機関の設立
を認め，当該機関が法務省による承認を確実に得るためにしたがわなくてはならない構成と手続きの一般ルー




庁は調査の結果を公表する。さらに，関与した者達を裁判所に起訴することができる（Benston et al.（2006）, 
pp.127-128.および川村・石井（2009）190-191 頁を参照）。 
(50) これに関しては次の文献が示されている（Leuz and Wüstemann（2004）, pp.475-476）。なお，本稿はそ
の分析結果にしたがっている。 
・Ball, R., and Shivakumar, L.‘Earnings Quality in U.K. Private Firms’, Working Paper. University of 
Chicago and London Business School, 2002. 
・Ball, R., Robin, A., and Wu, J..‘Incentives versus Standards: Properties of Accounting Income in Four East 
Asian Countries, and Implications for Acceptance of IAS’, Journal of Accounting and Economics, 
December 2003, pp.235-70, 2003. 
・Leuz, C.‘IAS versus U.S.GAAP: Information-Asymmetry-Based Evidence from Germany’s New Market’, 
Journal of Accounting Research, 41, pp.445-72, 2003. 
・Leuz, C., Nanda, D., and Wysocki, P. ‘Earnings Management and Investor Protection: An International 
Comparison’, Journal of Financial Economics, 69, pp.505-27, 2003. 


























                             
(1) Schmidt, Reinhard H. and Tyrell, Marcell（2004）: What constitutes a Financial System in General and 
the German Financial System in Particular? 
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(6) Schmidt and Tyrell（2004）, pp.50-51. 



































                             
(8) ibid., p.393. 
(9) ibid., p.393. 






























                             
(12) ibid., p.395. その結果，株主総会によって選出された監査役会の大部分は，自己の資金を投資し，株価が
適正であり，配当は支払われるであろうと願うだけで当該会社とは何の関係もない個人や企業の真の代表とは
いえないのである（Schmidt and Tyrell（2004）, p.51）。 
(13) Schmidt（2004）, p.395. 
(14) ibid., pp.395-396. 
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(19) ibid., p.398. 
(20) ibid., p.398. 

















                             
(22) ibid., p.399 
(23) ibid., p.399 







































                             
(25) ibid., pp.400-401. 

























                             



























                             













































1 ジーメンス 60.64 17.64 10.74 4.14 32.52 79.83
2 ダイムラー・ベンツ 81.02 41.8 18.78 1.07 61.66 69.34
3 フォルクスワーゲン 50.13 2.94 3.70 1.33 7.98 19.53
5 バイエル 53.18 30.82 16.91 6.77 54.50 95.78
6 BASF 55.40 28.07 17.43 6.18 51.68 96.64
7 ヘキスト 57.73 14.97 16.92 31.6 63.48 98.34
9 VEBA 50.24 19.99 23.08 5.85 47.92 98.18
11 ティッセン 68.48 9.24 11.45 11.93 32.62 53.11
12 ドイツ銀行 55.10 47.18 9.15 4.40 60.36 97.23
13 マンネスマン 50.63 20.49 20.33 9.71 50.53 95.40 
18 グーテンホフヌングスヒュッテ 64.10 6.97 9.48 13.72 30.17 52.85
21 ドレスナー銀行 56.79 13.39 47.08 3.57 64.04 98.16
27 アリアンツ・ホールディング 66.20 9.91 11.14 2.35 23.41 60.08
28 カールシュタット 77.60 37.03 8.81 33.02 78.86 87.27
29 ヘッシュ 45.39 15.31 15.63 16.73 47.67 92.39
34 コメルツ銀行 50.50 16.30 9.92 34.58 60.81 96.77
35 カウホーフ 66.70 6.29 13.33 37.18 56.80 98.45
36 クレックナー・ヴェルケ 69.13 17.30 3.78 3.55 24.63 53.00 
37 KHD 72.40 44.24 3.82 1.50 49.54 85.29
41 メタルゲゼルシャフト 90.55 16.24 48.85 0.35 65.62 75.95
順位は独占委員会の主要報告 1984/1985 年に掲載された付加価値生産額上位 100 社の順位 







会社名 自己保有 関連の投資基金 寄託議決権 計 
1 Simens 9.87 85.61 95.48 
2 Volkswagen 8.89 35.16 44.05 
3 Hoechst 10.74 87.72 98.46 
4 BASF 0.09 13.61 81.01 94.71 
5 Bayer 11.23 80.09 91.32 
6 Thyssen 6.77 3.62 34.98 45.37 
7 VEBA 12.62 78.23 90.85 
8 Mannesmann 7.76 90.35 98.11 
9 Deutsche Bank 12.41 82.32 94.73 
10 MAN 8.67 12.69 26.84 48.20 
11 Dresdner Bank 7.72 83.54 91.26 
12 Preussag 40.65 15.84 54.30 99.46 
13 Commerz Bank 7.43 81.71 97.55 
14 VIAG 10.92 11.54 30.75 49.10 
15 Bayr.Vereinsbank 8.65 73.15 84.69 
16 Degussa 13.65 15.80 38.35 60.05 
17 AGIV 61.19 10.69 22.10 99.09 
18 Bayr.Hypo 0.05 14.68 81.38 92.12 
19 Linde 33.29 11.27 51.10 99.07 
20 Deutsche Babcock 3.22 19.71 76.09 90.58 
21 Schering 3.37 74.79 94.50 
22 KHD 59.56 4.43 35.03 97.96 
23 Bremer Vulkan 4.62 57.10 61.53 
24 Strabag 74.45 3.62 21.21 99.28 





議決権と寄託議決権の両方を含む），24 社中 20 社で過半数を超えており，18 社におい定款の変更等
重要事項の決定に必要な 4分の 3以上の議決権を占めている。平均すると銀行の議決権は，行使さ
れた議決権の 84％を占めており，とくに 90％以上が分散所有の 9 社（Simens, BASF, Bayer など）
においては，銀行の議決権は平均 94％を占めている。このことは，高度に分散所有の企業において
は，銀行の寄託議決権の行使が大きな意義を持つことを示している。」 

















Deutsche Bank 25 61 86 33.6
Dresdner Bank 13 28 41 16.0 
Commerzbank 12 10 22 8.6






は銀行の現役，あるいは元取締役によって占められており，またそのうちの約 4 分の 3 の 50 ポ
ストは，3大銀行の現役，あるいは元取締役によって占められている。 
・さらに，銀行の監査役会や顧問団のメンバーが，27 社において 99 の監査役ポストを占めており，
したがって 3大銀行だけで合計 149 の監査役ポストを占めている。これは全監査役ポストの約 4




















































                             
(1) Gross /Möller（2004）,S.317. 
(2) 2002 年７月に発効の Transparenz-und Publi-zitätsgesetz（透明化・開示法）（正式名称，Gesetz zur 
weiteren Reform des Aktien-und Bilanzrechts, zu Transparenz und Publizität）の略称である。 



































                             
(5) KonTraG による改正後の商法典第 321 条の規定の訳出にあたり，鈴木（2000），141-143 頁を参照した。







































































                             
(11) Ebd.,S.72. 
(12) 本基準の原語は次のとおりである。Grundsätze ordnungsmäBiger Berichterstattung bei 
Abschlussprüfungen. 































                             
(14) 株式法第 171 条第 1 項第 2 文，有限会社法第 42a 条（Baumbach/Hopt（2006），S. 1122.） 
(15) Vorweg-Berichterstattung（Baumbach/Hopt（2006），S. 1122.）． 
(16) Vorangestellte Berichterstattung（IDW PS 450,Tz.26.）.なお，この決算監査人の報告については，商法
典 289 条第 1 項により資本会社の取締役は，状況報告書において「将来の発展のリスク」（Risiken der 
künftigen Entwicklung）を明確に報告しなければならないことが前提となっている。 







































(23) なお，会計報告の諸原則については IDW PS 201 に詳述されている。また，小松（2012），16 頁以下を参
照されたい。 

































IDW PS 450 第41項および第17項に詳述されている。 
                             
(27) Ebd.,S.1123. 
(28) Gesetz gegen den unlauteren Wettbewerb の略称である。 
(29) Gesetz gegen Wettbewerbsbeschränkungen の略称である。 








































から第 325 条第 2a 項）。 
(39)「真実かつ公正な写像」（a true and fair view）は法文中では「実質的諸関係に合致する写像」と表現され
ている。 


























































































































                             
(1) 明瞭性は，商法典第 321 条の第１項第１文から要請されるが，次のように規定されている。 
「（１）１ 決算監査人は，監査の方法および範囲につきならびに結果につき，書面により，かつ要求された明瞭性をもっ
て報告しなければならない。」 
ここでは TransPuG により改正され，2001 年 12 月 31 日後に始まる事業年度になって適用された商法典の第
321 条の規定を前提としている。なお，以下の注においても文頭の括弧内の数字は「項」の番号を示し，小文
字の数字は「文」の番号を示す。 































                             
(2) 第 13 項によれば，監査報告書の一覧性および読みやすさを向上するために，法律上の義務としての監査報
告書の構成要素を越える記述は，監査報告書の付録に採り入れるべきことが勧告される。 
276 
図表 15-１ 監査報告書の作成に関する一般原則 
 
















第15章 監査基準にみる監査報告書の実務状況―IDW PS 450による記載事項の分析― 
277 
図表15-２ IDW PS 450による監査報告書の記載事項 
 






























                             







  ３ さらに，決算監査人は，監査の実施の際に，確定された虚偽または法律規定への違反，ならびに監査される企業またはコン
ツェルンの存続を危うくするかもしくはその発展を著しく阻害し得るか，あるいは法定代表者または被用者による法律，会社約款ま
たは定款に対する重大な違反を認識せしめる諸事実を報告しなければならない」。 
(4) IDW PS 450 第 29 項によれば，これには決算監査人の予測計算（Prognoserechnungen）を含めてはなら
ない。 


































                             
(6) 商法典第 321 条第１項第３文を参照されたい。 
(7) IDW PS 450 第 39 項において，「決算監査人は決算監査の枠組みにおいて，報告義務のある諸事実は何ら
存在しないことを積極的に確認することはできない」ことが述べられている。 
(8) なお IDW PS 450 第 41 項は，「報告の受け手にとって，状況を判断するには，発展の阻害および存続の危
機についての知識は重要であるため，部分報告は完全に監査報告書において取り上げられなければならない」
と述べ，監査報告書の完全性も強調している。 
(9) 商法典第 321 条第１項第３文を参照されたい。 








































































                             
(11) この規定は商法典第 321 条第２項第１文の規定である。 


































































                             












































































                             
(17) 商法典第 252 条第１項第６号に規定されている。 
(18) 原語は”Ausnutung von Ermessnspielräumen“である。 




































                             
(20) ただし，商法典第 264 条第２項第２文に違反する場合（実質的諸関係に合致する写像を伝達していない場
合）を除く。 
(21) IDW PS 450 第 93 項によれば，かかる記載は，商法典第 264 条第２項に従い監査報告書において記載さ
れ，年度決算書の正規性に関する言明の枠組みの中で判断されなければならない。 
(22) 上記の商法典第 321 条第２項第４文にしたがって必要となる。 






























































                             
(23) 監視システムについては小松（2012a）を参照されたい。 




 ２ 内部監査システムを改善するための措置が必要であるかにつき，立ち入らなければならない。」 
(25) 商法典第 322 条第５項第５文による。 



































                             



















































                             




































                             
(1) Gross /Möller(2004),S.317. 
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(2)1985 年改正商法典第 321 条「監査報告書」については，宮上/W.フレーリックス（1993），218-220 頁を参
照した。 
(3)1998 年の KonTraG による改正商法典第 321 条「監査報告書」については，鈴木（2000），141-142 頁を参
照した。 
(4)2001 年 TransPuG による改正商法典第 321 条「監査報告書」の訳出に当たり，鈴木（2000），141-142 頁
を参照した。 
(5)Gross /Möller(2004),S.318. IDW PS 450 は第 39 節において「積極的確認」を次のように規定している。 




































                             




(8) Ebd.,S.71-72. IDW PS 450 Tz.36,42. 

































                             
(10) Ebd.,S.319. 
(11) Ebd.,S.319. IDW PS 450 Tz.62. 



































                             
(16) Ebd.,S.319. IDW PS 450 Tz.73. 
(17) Gross /Möller(2004),S. 319. 
(18) Ebd.,S.319-320. 
(19) Ebd.,S.320. 

































                             
(21) Gross /Möller(2004),S. 320. 
(22) Ebd.,S.320. 
(23) Ebd.,S.320-321. 


































                             
(25) Gross /Möller(2004),S. 321. IDW PS 450 Tz.84 ff. 
(26) Gross /Möler(2004),S. 321. IDW PS 450 Tz.91. 
(27) Gross /Möller(2004),S. 321. 
(28) Ebd.,S. 321. 
(29) Gross /Möller(2004),S. 321. IDW PS 450 Tz.94. 

































                             
(31) Gross /Möller(2004),S. 321. IDW PS 450 Tz.75,79. 























































                             
(36) Ebd.,S.322. 
(37) Ebd.,S.322. 
(38) Ebd.,S.322-323. IDW PS 450 Tz.99. 
(39) Gross /Möller(2004),S. 323. 

































                             
(41) Gross /Möller(2004),S. 323. IDW PS 450 Tz.102. 
(42) Gross /Möller(2004),S. 323. 
(43) Ebd.,S.323. 





























                             
(45) Gross /Möller(2004),S. 323-324. 
(46) Ebd.,S.324. 































































































































































































金融システム（第 10 章） 




















































                             
(1) Hommelhoff  et al. (1999),S.442. 



































                             
(3) 正井（1997），41 頁。 
(4) 正井（1997），42 頁。 
(5) 正井（1997），42 頁。 
(6) 正井（1997），45 頁。 





































                             
(9) Leuz/Wüstemann（2004）,p.465. 
取締役による監視システムの設置（株式法第 91 条第 2 項） 
 
監査範囲の拡大（商法典第 317 条第 4項） 
 








































商法典第 289 条第 1項（取締役による状況報告書による報告） 
 
商法典第 317 条第 2項（監査範囲の拡大） 
 






































監査報告書の明瞭性（商法典第 321 条第 1項第 1文） 
     決算監査人の監査役会での口頭の報告（株式法第 171 条第 1項第 2文） 
 
監査役会による監査委任書の交付と決算監査人の報告義務 










































































































                             














２．株式法第 91 条第 2 項に従った措置の定義 











4. 3. 1．実施された措置の確認 
4. 3. 2．実施された措置の適正の判断 
4. 3. 3．考慮された措置の遵守の監査 
4. 4 報告 































































































































































































































































（IDW PS 450） 







3. 1．監査委任契約（Prufungsauftrag)  
3. 2．基本的確認事項（Grundsatzliche Feststellungen)  
3. 2. 1．企業の状況 
3. 2. 1. 1．法定代表者の状況判断に対する意見 
3. 2. 1. 2．発展を阻害するまたは存続を危うくする事実 
3. 2. 2．不 正（Unregelmasigkeiten) 
3. 2. 2. 1．会計報告における不正 
3. 2. 2. 2．その他の不正 
3. 3．監査の対象，方法および範囲 
3. 4．会計報告に対する確認事項および解説 
3. 4. 1．会計報告の正規性 
3. 4. 1. 1．帳簿記帳およびその他の監査された記録 
3. 4. 1. 2．年度決算書 
3. 4. 1. 3．状況報告書 
3. 4. 2．年度決算書の総合的言明（Gesamtaussage) 
3. 4. 2. 1．年度決算書の総合的言明に対する確 認事項 
3. 4. 2. 2．重要な評価基礎 
3. 4. 2. 3．評価基礎の変更 
3. 4. 2. 4．事実関係形成措置（Sachverhaltsgestaltende Masnahmen)  






                                                  










5. 4. 1．連結範囲およびコンツェルン決算書の日付 
5. 4. 2．コンツェルン決算書に含まれる決算書の正規性 
5. 4. 3．コンツェルン決算書 
5. 4. 3. 1．コンツェルン決算書の正規性 


























ポレート・ガバナンスが決算監査に与える影響（IDW PS 345）」を参照するよう指示される。 












































































































3. 2. 1．企業の状況  

















































資料２ 決算監査における正規の報告の諸原則（IDW PS 450） 
333 







































































































































3. 4．会計報告に対する確認事項および解説  
























































3. 4. 2．年度決算書の総合的言明  







































































































































































































































































































































































5. 4. 3．コンツェルン決算書  

































































































































(153) 本IDW監査基準およびIDW PS 470は国際監査基準（ISA）第260号「ガバナンスに責任を負う者との監査の
諸問題のコミュニケーション」を考慮している。 
(154) 決算監査および職業実務に関するドイツの法律規定を考慮すれば，次の諸規定がISAから逸脱する。 
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